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1. はじめに
　1992 年 5 月に気候変動枠組条約が採択されて今

年で 20 周年となる。気候変動問題は地球規模の脅

威という認識が国際社会の中で共有され、すべて

の国が一堂に会して採択された条約は、当時、同

年 6 月に開催された国連環境開発会議（リオサミッ

ト、あるいは地球サミットとも呼ばれる）とともに、

画期的な出来事と評価された。

　しかし、その後の取り組みの進捗は、必ずしも

はかばかしいものではない。特に京都議定書が先

進国の排出削減目標を設定している 2008 年から

2012 年（第一約束期間）終了後の取り組み方に関

する交渉が 2005 年の気候変動枠組条約第 11 回締

約国会議・京都議定書第 1 回締約国会合（COP11/

CMP1、以降同様）にて開始されて以来、何の見通

しもたたないまま交渉が続いてきた。

　2011 年末に南アフリカのダーバンで開催された

COP17/CMP7 等（本稿では、まとめてダーバン会

合と呼ぶ）も、低調に続いていた近年の交渉の延

長上に終わるという悲観的な予想をしていた関係

者が多かった。他方で、この状態をどうにかしなく

てはならないという切迫感をもっていた関係者も

少なくなかった。本稿では、このような状況下に置

かれて開催されたダーバン会合の意義について論

じる。なお、ダーバン会合の概要等は、地球環境

研究センターニュース前号（2012 年 2 月号） に掲

載されているので、そちらを参照いただきたい。

2. ダーバン会合で見られた三つ巴構造
　ダーバン会合での交渉は、（i）すべての国が参加

する単一の法的枠組みの設置を求めた「ダーバン・

プラットフォーム」、（ii）京都議定書第二約束期間

の設定、（iii）緑の気候基金（GCF）の設立を含む

カンクン合意を踏まえた検討事項、という三つ巴

の構造として説明できる。

　（i）「ダーバン・プラットフォーム」を強く求め

たのは、欧州連合（EU）や日本等、京都議定書に

参加している先進国である。その中で、EU は、「す

べての国の参加」を途上国から引き出すための交

換条件として、京都議定書第二約束期間への支持

を表明した。EU は域内で排出枠取引制度を実施し

ているため、域内制度の安定的継続には、キャッ

プ＆トレード制度である京都議定書の継続が望ま

しいという事情もあった。他方で、日本、ロシア、

カナダは、京都議定書第二約束期間には数値を掲

示しないことを決めた（カナダは京都議定書から

離脱を表明）。

　（ii）京都議定書の実質的な延長を意味する第二

約束期間の設定を強く主張したのは、途上国グルー

プである。会議をホストした南アフリカをはじめ

とする途上国は、「ダーバンを京都議定書の墓場と

してはならない」と主張した。また、（iii） 緑の気

候基金や適応策等を含むカンクン合意の進捗も、

途上国にとっては重要な課題であった。途上国は、

これらの二つについて主張が認められた代わりに

（i）「ダーバン・プラットフォーム」を認めた。

　（iii）緑の気候基金をはじめとするカンクン合意

には、途上国支援に関するものが多く含まれてい

るほか、先進国、途上国ともに、活動の透明性を

高める手続き（測定・報告・検証［MRV］）も議論

されている。報告頻度や報告内容、報告された情

報の検証方法につき、議論が進んだ。

3. 交渉を進める鍵を握る国は？
　ダーバン会合の最も重要な成果は、言うまでも

なく、すべての国が参加する単一の法的枠組みの

設置を求めた（i）「ダーバン・プラットフォーム」

である。これは、気候変動交渉の歴史にいかなる

意味をもつのだろうか。

　1992 年に気候変動枠組条約が採択された当時、

気候変動枠組条約第17回締約国会議（COP17/CMP7）は
交渉の転換点となりえるか？

　　　　　　　　　　社会環境システム研究センター　持続可能社会システム研究室長　　亀山 康子

http://www.cger.nies.go.jp/cgernews/vol22/
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温室効果ガスの世界総排出量のうち、先進国が占

める割合は途上国より大きかった。一人当たり排

出量でみれば先進国・途上国間の格差はさらに歴

然としていた。そのため、先進国が率先して排出

量を減らすと同時に途上国の取り組みも支援する

という体制への異論はほとんど聞かれなかった。

先進国を「附属書 I 国」途上国を「非附属書 I 国」

と呼び、この二つのグループを意識して条約は作

成された（注 1）。

　1995 年、京都議定書に向けた交渉を開始した

COP1 においても、この意識は薄れなかった。その

結果、1997 年に合意された京都議定書でも、附属

書 I 国だけが排出削減義務を負うことになった。

　しかし、その後、現実は、気候変動枠組条約や

京都議定書が採択当時に想定していた状態から急

速にかい離し始める。韓国やメキシコ、中国、イ

ンド等、「非附属書 I 国」グループの一部の国は、

1990 年代後半から 2000 年代にかけて急速に経済成

長を遂げ、経済的豊かさの観点では附属書 I 国の

一部の国を追い抜き始めた。それと同時に、これ

らの国の二酸化炭素排出量も同様の傾向を示した。

2007 年の COP13 で合意されたバリ行動計画にて、

非附属書 I 国は、自分たちの排出緩和行動に関す

る交渉を始めることを初めて認めた。このことは、

気候変動枠組条約における途上国の役割の重視に

つながった。

　その後、2009 年にコペンハーゲンで開催された

COP15 では合意が得られなかったが、その最大の

理由は中国の態度にあったと言われる。そして、

今回の「ダーバン・プラットフォーム」の合意は

中国やインドの態度がやはり鍵だったようだ。

　このように 20 年の歴史を概観すると、中国やイ

ンド等の新興国と呼ばれる国々が、かつての「途

上国」から、新たな経済的・政治的国力を有する

国へと成長し、今や交渉に決定的な影響力をもつ

に至ったことがわかる。これらの国がいまだに「途

上国」として、アフリカ諸国等の低開発国と同じ

態度で交渉に臨むと交渉は決裂する。逆に、これ

らの国が新興国として、他の途上国とは違う新た

な役割を自覚して交渉に参加する場合、交渉に進

展が生まれる。特に近年では、現在世界第一の温

室効果ガス排出国であり、一人当たり排出量も世

界平均を上回ろうとしている中国が、国際交渉に

おける自国の役割の変化を自覚しつつあるように

見える。2020 年までにはある程度の経済的成長点

に達しているだろうという見込みや、国際社会に

おける新たなステータスが、中国の態度に変化を

もたらしているようだ。

　米国の態度は、かつて京都議定書の採択や発効

の時期には、国際交渉に決定的な影響を与えたし、

これまでの各種の国際交渉においても最も強く影

響力を及ぼしてきた。現在では、国際的に徐々に

その地位を下げつつあるが、また米国内情勢とし

て国際問題全般に対する関心度の低い層が増えて

いるにもかかわらず、依然として国際社会に大き

な影をもたらすだけの影響力を有している。しか

し、 今回のダーバン会合を機に、米国と、例えば中

国のような新興大国との国際社会における存在感

が逆転していくとすると、米国内の消極性は、今

後の国際交渉において今ほどの影響力を及ぼさな

図 1　近年の交渉の経緯

CGER ニュース用図案 outline　Ver.20120222
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くなるかもしれない。

　今回のダーバンでの決定は、「附属書 I 国」「非附

属書 I 国」という二極構造を再考する作業の出発点

となった。今回決まったのは「すべての国が参加

する」ことだけであり、その中で二極構造が残る

可能性は十分残されているが、歴史の大きな流れ

の中で見れば、二極構造が解消の方向へ向かい始

めた転換点と断定してよいだろう。その意味でダー

バン会合は意義の大きい会議だったといえる。

4. 結語：パワーシフトの中での日本
　交渉のリーダーシップが米国から新興国に移り

始めている現象は、必ずしも気候変動問題だけに

見られるものではない。国際政治学者の古城佳子

氏は、世界貿易機関（WTO）等の多国間協力制度

における近年の停滞の原因として、先進国主導を

踏まえた多国間主義（国際連合に代表されるよう

に、多数国が参加する枠組みで問題解決に取り組

むべきだとする考え方）の正当性に対する疑問、

新興国の台頭、多国間のルールが国内調整をさら

に求めるものに変化してきた、という三点を掲げ

ている。そして、「日本も含め認識を共有できる国

が主導して、短期的費用よりも長期的利益が上回

るという認識を広める工夫が重要だ」と述べてい

る（注 2）。国際問題全般について論じられたこと

がそのまま気候変動問題にも当てはまるだろう。

　日本は、ダーバン会合で京都議定書第二約束期

間に参加しないことを表明した。そして、今は、

原子力政策の不確実性が、排出削減目標に影響を

及ぼしている。このような状況において、日本は、

外から見れば気候変動対策に何も貢献する意志が

ないかのように見えてしまう。まずは日本が短期

的費用よりも長期的利益の大きさを意識した行動

を起こす必要があるのではないか。新たに始まる

「ダーバン・プラットフォーム」交渉における日本

の積極的な関与を期待したい。

--------------------------------------------------------------------
（注 1）亀山康子 , 高村ゆかり（2011）気候変動と国際

協調―京都議定書と多国間協調の行方 . 慈学社出版 .

（注 2）古城佳子（2012）試練の多国間主義（上）―

貿易交渉、脱温暖化：新興国台頭で合意厳しく . 日

本経済新聞 2012 年 1 月 23 日（月）朝刊「経済教室」.

　国立環境研究所では、2005 年の COP11/CMP1

以降、毎年 “Low-Carbon（低炭素）” シナリオを

テーマに、サイドイベントを開催してきた（注

1）。今回のサイドイベントは 7 回目にあたる。今

回は、アジア太平洋統合評価モデル（Asian Pacific 

Integrated Model: AIM）により構築してきた低炭素

気候変動枠組条約第 17回締約国会議 (COP17) および
京都議定書第 7回締約国会合 (CMP7) 報告 (2)

　2011 年 11 月 28 日～ 12 月 11 日に、南アフリカ・ダーバンにおいて国連気候変動枠組条約（UNFCCC）第 17
回締約国会議（COP17）および京都議定書第 7 回締約国会合（CMP7）が開催された。国立環境研究所からは、
日本政府代表団（交渉）、サイドイベント（発表）、ブース（展示）という三つの立場で参加した。以下、サイド
イベント（発表）の概要を報告する。なお、日本政府代表団（交渉）とブース（展示）の報告は地球環境研究セ
ンターニュース 2 月号に掲載している。

「アジア低炭素社会：計画策定から社会実装へ」のご報告

社会環境システム研究センター持続可能社会システム研究室　主任研究員　　藤野 純一

http://www.cger.nies.go.jp/cgernews/vol22/


－ 4 － － 5 －

地球環境研究センターニュース　Vol.22　No.12（2012年3月）

社会シナリオをどうすれば実現できるのかの視点

で議論を行った。

　今回初めて、地球規模課題対応国際科学技術協

力（Science and Technology Research Partnership for 

Sustainable Development: SATREPS）プロジェクト

を共同実施しているマレーシア工科大学（University 

Technology Malaysia: UTM）と共同でサイドイベン

ト行った。UTM はマレーシアの大学機関として初

めて非政府機関（NGO）の Focal Point に認定された。

　12 月 2 日夕刻から行ったサイドイベントは、始

まってから徐々に人が増えはじめ、途中でほぼ満

席の 80 名近くの方が集まった。冒頭、国立環境研

究所の中根英昭審議役および UTM の Mohd Azraai 

Kassaim 副学長が開会挨拶をした。

　その後、三つのステップで報告及び意見交換を

行った。

（1）研究報告：何をしないといけないのか？　研
究の役割
　最初のセッションでは、2 人の研究者から最新の

研究結果の報告があった。

　2009 年度から 5 年計画で進められている、アジ

ア低炭素社会シナリオ研究プロジェクトリーダー

である国立環境研究所の甲斐沼美紀子フェローか

ら、気温の上昇を産業革命前に比べて 2 度以下に

抑える目標を満たすためには 2050 年までに世界の

温室効果ガス排出量を半減させる必要があると指

摘されていることに対応する排出シナリオを中心

に報告があった。世界を対象にした経済モデルに

よる試算によれば、2050 年までに世界の温室効果

ガス排出量を半減する技術の組み合わせは存在す

る。しかし、その際の限界削減費用（温暖化ガス

を追加的に 1 トン［二酸化炭素換算量］削減する

のに必要な費用）は現在の計算では約 500$/tCO2 と

なる。これだけの費用負担を 2050 年の社会が十分

受け入れられるのか、また、さらに必要な費用を

削減する方法はないのかなどを検討しているとこ

ろである。このように世界の目標を決めて削減の

可能性を検討する研究をトップダウン型研究と呼

んでいる。一方で、各国や各地域の実現可能性を

検討し積み上げていく研究をボトムアップ型研究

と呼んでいる。AIM では、1994 年よりアジア各国

の研究機関との研究協力を始めている。今回はタ

イおよびベトナムを対象に 2030 年を見通した削減

シナリオの結果を紹介した。タイでは政府機関と

連携して、途上国による適切な緩和行動（National 

Appropriate Mitigation Action: NAMA）構築に貢献

している。このように、トップダウンアプローチ

で全体の方向性を確認しながらボトムアップアプ

ローチで現地の実情を反映したシナリオ作りをす

ることで、政策貢献を進めている。

　次に、UTM の Ho Chin Siong 教授から、シンガ

ポールの対岸に位置し、マレーシア国の経済開発

特区に指定されているジョホールバルを中心にし

たイスカンダール地域における低炭素開発計画

づくりの様子が紹介された。さきほどのボトム

アップアプローチを、人口 140 万人（計画対象年

の 2025 年に 300 万人）の地域に適用したケース

である。現在の一人当たり温室効果ガス排出量は

9.3tCO2 であるが、特段の対策をとらずに経済発展

をすると 2025 年には 15.1tCO2 となるが、対策を

とれば 6.5tCO2 に抑えることができるというシナ

リオについて報告した。この研究で特徴的なこと

は、研究プロジェクトに当該地域の開発官庁であ

る、イスカンダール地域開発庁（Iskandar Regional 

Development Authority: IRDA）が加わっていること

である。

（2）コメント：どうすればできるのか？　政策実
施機関の役割
　次のセッションでは、研究側が中心となって作

成しているシナリオを、政策実施機関がどのよう

に役立てて実際の政策に展開していくか、それぞ

れのコメントを頂いた。

　最初に、IRDA の Mohamad Sa'elal 局長から、政

策実施機関としての役割についてご紹介頂いた。

IRDA はマレーシア国政府、ジョホール州政府と、

イスカンダール地域にある五つの地方官庁との間

で持続可能な開発を進める特別行政機関である。

IRDA は 2025 年までの総合開発計画を作成・管理

しており、それを具体的に実現する行政計画を地

域のステークホルダーとの合意形成を進めながら、

立案している。発表の中で印象的だったのが、世

界の中での都市の役割の認識（2030 年までに世界
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の都市が 60％のエネルギーを使い、60％の温室効

果ガスを排出する）、先進国の失敗を繰り返さない

ための計画に基づいた発展の進め方、新たな世代

（たとえば 1980 年から 94 年生まれの Digital Native

と言われる世代）が将来とりうるライフスタイル

を想定した開発計画づくりの必要性の指摘、環境

と経済の統合的アプローチとしての低炭素社会行

政計画への力点であった。日本では 2004 年から

低炭素社会研究が本格化し国内で膾炙するように

なったが、マレーシアでも低炭素を基軸に政策立

案がなされる状況を見ると、知識や考え方はあっ

という間に水平展開することがわかる。

　二人目は、国際協力機構（JICA）の唐澤雅幸室

長である。JICA は JST（日本科学振興機構）と共に、

マレーシアで行っている SATREPS の支援機関であ

る。JICA では、対象地域に応じて、低炭素社会シ

ナリオ作りや温室効果ガス排出量削減対策のよう

な緩和策（Mitigation）だけでなく、すでに温暖化

の影響が出ている／近い将来影響が出る地域に対

して治水・灌漑対策をしたり農林・水産対策を行

うなどの適応策（Adaptation）を含めた気候変動対

策づくりの支援を進めている。その中で、低炭素

社会のビジョンやそこに至るパスの解析、実現す

るための投資を含めた戦略作り、民間企業との連

携の強化を念頭にアジアでの低炭素社会づくりを

進める重要性、それらを通じたデータ収集やキャ

パシティー開発を指摘し、その一例としてインド

ネシアおよびベトナムで行われている取り組みを

紹介した。今後、今春に行われる東アジア低炭素

成長パートナーシップ（東京）、アジア開発フォー

ラム（バンコク）、IMF 世界銀行年次会合（東京）、

COP18（カタール）等でアジアにおける低炭素開

発のネットワーキングの可能性を追求する予定で

ある。

　三人目は、環境省の松澤裕室長が発表する予定

であったが、本会合の交渉が急に入ったため、サ

イドイベント全体の座長を務めた藤野が代わりに

発表した。概要は以下の通り。

「アジア低炭素社会ネットワークのプロセスとして

は、各国内のプロセス、地域間のプロセスがある。

まず、低炭素社会ネットワークの究極目的である、

各国国内の政策への貢献である。これは、援助国

から送り込まれる短期滞在型の外部専門家ではな

く、各国国内の研究者が学際的に取り組む必要が

ある。

　このように低炭素社会シナリオの作成の原動力

は、短期的に送り込まれる外部専門家ではなく、

各国の研究者である。環境省と国立環境研究所は、

この自立的な取り組みを支援する。各国の取り組

みを、各国の研究者間で共有することは、きわめ

て有効である。先進国の研究機関同士の取り組み

で、この点は実証されていると思う。ゆえに、地

域のネットワークを形成することは、アジアの各

国にとってとても大切である。

　環境省と国立環境研究所は、この組織化につい

てもアジア各国・研究者と一緒に仕事をしていき

たい。政府の確実なサポートは鍵である。これま

で、国立環境研究所では、地域の国際ワークショッ

プ（WS）やダイアローグ（対話）をマレーシアの

イスカンダール地域などで行ってきている。さら

に、各国国内の WS・ダイアローグも、中国、イン

ド、タイ、ベトナム、カンボジアで行ってきている。

さらに、地域の各国間のフォーラムである ASEAN

＋ 3 でも低炭素社会ネットワークの構想を提案し

ている。

　ドナー（資金提供側）とのコーワーク（協働）

も進めている。アジア開発銀行（ADB）、アジア太

平洋地球変動研究ネットワーク（APN）以外にも、

関心あるドナーとの連携は歓迎である。こうした協

働事業に関し、われわれには 20 年近い実績がある。

　各国の政策へのフィードバックだけでなく、ア

ジアネットワークの成果を UNFCCC や IPCC につ

なげていくことも大切である。」

写真 1　全体の司会を務めた藤野

松澤室長の発表を代読中
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（3）パネルディスカッション：実現の鍵は何か？
　最後のセッションでは上記の発表を受けて、識

者が実現の鍵を指摘した。

　インド経営研究所の P.R.Shukla 教授からは、イ

ンド経営研究所の位置するアーメダバードを対象

に構築している低炭素社会シナリオについて、交

通部門を強化した分析を進めている様子を説明

した。中国能源研究所の Kejun Jiang 博士からは、

2010 年に中国の 5 省 8 市をパイロット都市として、

低炭素都市開発を進めている様子を説明した。国

立環境研究所／地球環境戦略研究機関の西岡秀三

博士からは、研究者同士が自由な立場で最新の情

報を共有できるような、アジア低炭素開発研究ネッ

トワークの構築が、アジア全体の低炭素化を進め

るうえでエンジンになるのではないか、という提

案があった。

　会場からは、政府間交渉の方向性との関連や、

グリーン成長などほかの用語や取り組みとの関係

性について質問が出された。これに対してパネリ

ストからは、政治面で停滞している間も研究面か

らネットワークを強化することは可能なので、政

策立案やさまざまな取り組みを研究ネットワーク

が先導していくことが効果的であるとの回答が

あった。

今後の展開
　COP11 から低炭素シナリオを題材にサイドイベ

ントを続けてきた。初めは英独仏等で行われてい

る最新事例を交換し、G8 を中心とした研究ネット

ワーキングにつなげてきたが、インドネシアのバ

リで行われた COP13 で “Low-Carbon Asia” という

タイトルを掲げて以来、アジアを対象に研究の範

囲を広げ、政策等へのつながりを考えてきた。そ

れらの活動を通じて、アジア各国の研究者や現地

の研究者を通じて各国の政策決定者らと対話をす

る機会を得てきた。

　彼らの手助けになるモデル開発が何なのか、持

続可能社会につながる低炭素社会の姿とは何なの

か、日本で現在行われているエネルギーシナリオ

の見直しの作業も活かしながら、考えていきたい。

　なお、日本政府は COP の開催期間の 2011 年 11

月 29 日に「世界低炭素成長ビジョン－日本の提言」

を公表した。その中の、「2．途上国との連携 : 低炭

素技術の普及・促進、新たな市場メカニズムの構築」

において、「（2）また、我が国としては、低炭素

成長に科学の側面からも協力を行っていく。東ア

ジアにおいては長期的な低炭素社会シナリオや低

炭素政策・技術のロードマップの策定など、科学

に基づく政策支援に取り組む研究機関間のネット

ワークを構築するとともに、アジア太平洋地域に

おいては科学的基盤づくりを行うアジア太平洋地

球変動研究ネットワークへの支援も引き続き行っ

ていく」と記載されている。AIM では 1994 年以来、

アジアのモデル研究者を中心にネットワークを広

げてきた。2012 年 4 月に東京で行われる東アジア

低炭素成長パートナーシップ構想政策対話を支援

するため、4 月 14 日（土）13 時半から国連大学にて、

JICA、IGES と協力してサイドイベントを主催する

予定である。COP17 のサイドイベントの発展形の

一つである。アジアを中心に低炭素開発に関する

知のネットワークの構築について議論する予定で

ある。ご関心ある方はご参加されたい（注 2）。

--------------------------------------------------------------------
（ 注 1） 今 回 の サ イ ド イ ベ ン ト と 今 ま で 行 っ た サ

イドイベントの様子は下記から参照されたい。

http://2050.nies.go.jp/cop/cop17/

（注 2）4 月 14 日のサイドイベントについては、アジ

ア低炭素社会研究プロジェクトのホームページをご

参照されたい。http://2050.nies.go.jp

http://2050.nies.go.jp/cop/cop17
http://2050.nies.go.jp
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雪から広がった研究のネットワーク

谷本：風間さんのご専門は「水文学・水環境シス

テム研究」ですが、どのようなきっかけでこの分

野を選んだのか。これまでどのような研究をされ

てきたのか、などを教えてください。
風間：私は学生時代にノルディック複合の競技ス

キーをやっていました。雪の研究をしている研究

室があり、実測に行かせてもらえるうえにスキー

ができるというのが魅力で、その研究室に入りま

した。リモートセンシング（以下、リモセン）が

ブームになる直前の 1987 ～ 89 年頃です。当時東

北大学ではアメリカ海洋大気局（National Oceanic 

and Atmospheric Administration: NOAA）の衛星の受

信設備があって、時系列で衛星データを使えると

いう強みがあり、人工衛星データで雪の量を確認

することに夢中になりました。そのうちスキーが

なくてもリモセンだけでも面白くなってきて、水

の循環や蒸発なども把握しないと雪の量がわから

ないので、水資源や水文学にどっぷりつかってし

まいました。
谷本：その後筑波大学に移られましたが、筑波大

学での研究テーマは何ですか。
風間：リモセンで蒸発と流出を推定しました。

FAX で送られてくる気象衛星「ひまわり」の画像

データを使い、降雨量などについて、バングラデ

シュなど途上国を対象に行いました。植生活性度

の強弱から蒸発散がどれくらいあるかなども研究

しました。その後、タイのアジア工科大学院（Asian 

Institute of Technology: AIT）に行きました。バブル

増
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利
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ま
す
い 

と
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ひ
こ
）さ
ん
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崩壊後、国内での事業を縮小し、国土交通省や農

林水産省が東南アジアでタイの治水やメコン流域

の開発など大きいプロジェクトを展開する動きが

ありました。当時私は AIT におりましたが、いろ

いろな専門分野の人が集まってきて、とても楽し

い時期でした。水質や経済の専門家と一緒に研究

を行い、私の研究にとても大きな影響を与えてく

れました。

水文モデルを利用して経済効果や河川環境を表現

谷本：風間さんは野外観測からモデル計算まで多

くのツールを用いてプロジェクトに取り組まれて

いますが、現在、特に力を入れて取り組んでおら

れる研究課題は何でしょうか。研究の方向性や位

置付けなどと併せて教えてください。
風間：気候変動の関連で進めている生態系、水災害、

雪・水循環という三つのテーマはばらばらですが、

中心になるのは「モデル」です。水文モデルを利

用し、いろいろな分野を表現するということです。

水の存在が生態と関係があるというのは昔から言

われており、生態学の専門家は研究を進めていま

したが、水が専門分野の私は、モデル出力の流速

や水深から生物生息域を推定することを目指して

います。気候変動の水文モデルでは、雨の降り方

による氾濫を予測します。現在はもう一歩進めて、

経済モデルを入れ、治水の経済効果や洪水の被害

額について展開しています。雪は学生時代からの

ライフワークになっていますが、いろいろなモデ

ルを介して、雪の貯留量がダムのいくつ分に相当

し、それが何円の効果になるのかなどについても

研究しています。プロセスを研究していましたが、

研究はどんどんアプリケーションに移ってきて、

金額やリスクに直して表現しています。
谷本：水域の「生態系」に取り組まれたことに私

は興味をもちました。あまり研究されていない分

野ではないでしょうか。
風間：最近ブームになりつつあります。工学の分

野では興味をもたれて予算もつきますが、生態系

の専門家からは、そんなに簡単なものではないと

酷評です。
谷本：私の専門の大気化学でも化学専門と物理専

門の人がいますから、だいたい状況は理解できま

す。風間さんはモデルだけではなく、DNA 解析も

されていますね。
風間：DNA 解析は、水文のモデルから出てくる水

のパラメータが遺伝子の交雑具合に影響するので

は？という仮説を調べるために行っています。河

川環境の評価をするとき、かつては生物化学的酸

素要求量（BOD）などを指標としていましたが、

最近はある種の生物量やバイオマスを測ってどれ

くらい河川が豊かを見ます。また生態系の健全性

を判断するときにすべてを調べるのは大変なので、

一部の場所の生物相や遺伝子を調べれば、全体の

河川環境を評価できるだろうということです。河

口は汽水なので複雑ですから、少し上流で調査し

ます。モデルをもっと発展させると、水文モデル

から出てきたいくつかのパラメータが流域全体を

表現できるだろうと思っています。DNA 解析の分

野は海外で進んでいますから、ドイツなどに学生

を派遣しています。私たちはモデルをもっていま

すが生物学の専門知識が不足しているので、共同

で研究を進めています。

メコン河洪水の便益は被害より大きい

谷本：「生態と水環境」のテーマで栄養塩や水感染

症との関係を探る研究もされていますね。
風間：メコン河をフィールドにしています。水文

モデルを使って病原性大腸菌が拡散していく姿を

表し、患者数のデータとうまく結び付けられない

かと研究を進めています。
谷本：メコン河を研究のフィールドに選んだのは

どういう理由からでしょうか。
風間：2000 年にメコン河で大洪水があり、調査に

出かけました。都市部では人が亡くなったり工場

が流されたりして洪水はやっかいな問題ですが、

都市から離れたところでは歓迎されていました。

水がくれば魚が捕れるので収入になりますし、交

通に船を使えるからです。また、地下浸透した水

は地下水として貯留でき、乾季のときに井戸水を

使えます。水道水としても機能しています。さら

に自然灌漑となっていて、村では氾濫した場所か

ら田植えをし、ちょうど水がなくなる頃稲刈りを

するというサイクルになっています。「被害」は赤

十字などがしっかり調べますから、私は経済の専
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門家と一緒に「便益」を調査しました。ありとあ

らゆる便益を計算していくと、2000 年当時で洪水

被害より一桁大きいくらいの得があるということ

がわかりました。これは NGO などから大変面白い

結果だと感謝されました。土地の人たちは、過去

から毎年起こる氾濫に「適応」しています。その

適応を調べれば、被害を抑えることができますか

ら、工場をどこに建てたらいいかを提案しました。

感染症のリスクも計算するよう要請されました。

氾濫時には窒素・リンなどの栄養塩をもたらして

いると思われるので、現在はそれを調べています。

つまり、氾濫のリスクと効果、便益を調べています。

東南アジアではメコン河

流域だけではなく、都市

住民と地方の人の洪水に

対する受け止め方はまっ

たく違います。これは気

候変動への適応のヒント

になると思います。
谷本：おっしゃるとおり

ですね。また、洪水の便

益という発想や地元の人の受け止め方は面白いで

すね。

温暖化の影響をわかりやすい指標で示すことが大事

谷本：温暖化研究の分野で、今欠けていると思う

こと、重要だと思うことはありますか。
風間：さまざまなプロジェクトが進んでいて隙間

がなくなりつつありますね。しかし、温暖化の影

響で洪水が何ｍになるとかブナ林が何㎢なくなる

といっても、一般の人がピンとこないのではない

でしょうか。わかりやすい指標で説明することが

必要だと思います。私は現在、経済の専門家と一

緒に研究を進めており、「○○円の損害になる」な

どと表現しています。こういうものを災害だけで

はなく農業や感染症など、温暖化問題全体として

示していければと思っています。災害は起こって

から何かをするということが多いですから、あら

かじめこれくらいの被害額が予想されますと示し

ておくことは大事です。かつては国土交通省とか

事業発注者がそういう計算をしていたのですが、

研究者が客観的な解析をするのは良いことだと思

います。意思決定は政策決定者に任せますが、研

究の成果をどんどん出していくのは重要です。
谷本：いろいろな研究やさまざまな分析があれば、

幅広い、また確率の高いものができてきますね。

私は数十億円の損失と言われるより、消費税が△％

上がるなど身近なものに例えてもらえるともっと

わかりやすいと思います。
風間：確かにそうかもしれませんね。そういう点で、

より工夫が必要ですね。気候変動問題は IPCC 第 4

次評価報告書（2007 年）のときに注目されました

が、少し衰退してきているのではと危惧していま

す。東日本大震災や原発事故があるとそういうも

のに集中的に対応しなけ

ればなりません。一つが

注目されていれば他のリ

スクは目をつぶっていて

いいというわけではあり

ませんから、気候変動に

関心をもち続けてもらえ

るよう、研究者も考えな

ければなりません。
谷本：地球温暖化問題と原発問題は、どちらかで

はなく、どちらも大切です。

選択肢のなかから優先度をつけた防災と復興を

谷本：2011 年の東日本大震災は巨大地震と原発事

故でした。一方、タイで大洪水が起こるなど、水

災害も世界中で頻発しているように思います。専

門家として感じることは何でしょうか。
風間：防災と復興が同時進行で行われていますが、

明確にどうしたらいいとは誰も言えません。一つ

はお金があるかどうかです。国のお金が十分にあ

ればいいのですが、人口もお金も減っていくなか

でどのくらい対策をすればいいのか？と皆が悩ん

でいます。私が勤務する東北大学も震災で校舎が

つぶれてしまい、一時会議室に詰め込まれ、今は

プレハブに引っ越しました。しかし、大学全体で

はプレハブの建設は遅れています。というのはま

ず仮設住宅の建設や小学校を優先的に進めている

からです。予算に限りがあるなかでは、いくつか

の選択肢のなかで優先度をつけなければなりませ

ん。それを明確に言える根拠、理由があればいい
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のですが、なかなか言えないですね。

文理融合は理系からアプローチ

谷本：昨今の災害には、天災に加えて、現在の社

会システムや政治体制が対応できないなど人災が

要因であることも多いように思います。自然科学

と社会科学者が知見を併せて、それを社会に活か

す仕組みの重要性を痛切に感じますが、この点に

ついてご意見はありますか。
風間：震災後、災害の研究依頼がたくさんありま

した。みな自分自身の研究があり、時間もお金も

人的資源も限られているなかで進めていくのは大

変なのですが、2012 年春、東北大学に災害科学国

際研究所が創設されます。これは文理融合の組織

ですが、マネジメントは大変だと思います。気候

変動についても同様ですが、マネジメントをきち

んとできる人を雇用してほしいと思います。
谷本：文理融合についてはどう思いますか。
風間：かつて榧根勇先生（元筑波大学地球科学系

教授）は、文理融合は理系から行わないとできな

いとおっしゃっていました。私もその言葉に多少

影響を受けて、水文のモデルについても、経済の

専門家にこちらから積極的に連絡をとって共同研

究を進めています。水は他の分野と比較的親和性

があり、洪水があったときに住民の意識がどう変

わるかなど文系の専門家と共同研究しやすいです。

若い人たちへ：五感で得た知識や経験をもとに研

究テーマの展開を

谷本：多くの学生を指導されていますが、学生と

接していて何か感じることはありますか。
風間：学生と話をすると研究者は面白そうだから、

研究者になりたいと言ってくれます。文系と理系

の学生が所属する環境科学研究科でも授業をしま

すが、気候変動の研究については、とくに文系の

学生の方がとても興味をもってくれて、将来研究

者になりたいと言います。気候変動は幅広い分野

にわたっていますから、若い人がとても関心をもっ

ています。
谷本：いろいろな専門分野の人がさまざまなアプ

ローチで貢献できるのがいいところですね。
風間：みんなが発言できます。気候変動問題が盛

り上がっている要因の一つだと思います。
谷本：最後に次世代を切り拓いていく若い研究者

に伝えたいことは何でしょうか。ご自身のホーム

ページでは「研究室というより体育会系サークル

か部活です。研究だけしていてはだめです。良く

遊び良く学び議論する！」と書かれていますが、

詳しくお聞かせください。
風間：「良く遊び」というのは、屋外に出て、五感

で楽しんでほしいという思いがあります。山に行

き、目で見えるものや渓流のにおい、風を感じたり、

飲んだ水の味などいろいろなもので自然現象を感

じてほしいのです。頭の中で現象を組み立てたり

新しいアイデアを出したりするために必要だと

思っていますし、体感して知識や経験が増えてく

るとそれが将来役に立つと思います。私の研究室

の隣は海岸工学の研究室で日頃からコミュニケー

ションをとっています。若い学生は自分の専門だ

けやる傾向がありますが、いろいろな分野の人と

関係をもって幅広い知識を得てほしいと思います。
谷本：専門分野を追及するのと同時に知識を広げ

るということですね。かつて得た知識が育ってき

て、自分自身の研究テーマが展開してくるという

のはまさに風間さんのスタイルかもしれませんね。

そういう人が出てくるといいですね。
風間：いろいろな人とのネットワークができてく

るとメリットがあります。機会を逃さないように

してほしいです。少し頑張ればもっと違うものが

見えてくるはずです。

＊このインタビューは 2012 年 1 月 20 日に行われました。「温暖化研究のフロントライン　インタビュー」
は地球環境研究センターウェブサイト（http://www.cger.nies.go.jp/cgernews/interview/）にまとめて掲載して
います。

http://www.cger.nies.go.jp/cgernews/interview
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地球観測連携拠点（温暖化分野）平成23年度ワークショップ

「観測データが語る気候変動」
－長期観測データの取得・発掘・保存－ 開催報告

　　　　　　　　　　地球温暖化観測推進事務局 /環境省・気象庁
　　　　　　　　　　地球環境研究センター　高度技能専門員　　会田 久仁子

1. はじめに
　「地球観測連携拠点（温暖化分野）」（以下、連携

拠点　注 1）の事務局である、地球温暖化観測推

進事務局（Office for Coordination of Climate Change 

Observation：OCCCO ) では、平成 19 年度より毎年、

研究者から一般の方までを対象とする、地球温暖

化観測に関する連携拠点ワークショップを開催し

ています（注 2）。平成 23 年度は、「長期観測デー

タの取得・発掘・保存」（副題）をテーマに、気象、

海洋、極域分野における取組や課題、長期観測デー

タによって得られた気候変動に関する最新の研究

成果を紹介するワークショップを、平成 23 年 12

月 2 日（金）に東京で開催しました。以下、概要

について報告します。

2. ワークショップ概要
　冒頭、環境省・気象庁を代表して、気象庁の佐々

木秀行地球環境・海洋部長（倉賀野連地球温暖化

対策調整官 代読）より開会の挨拶がありました。

続いて、気象庁気象研究所の藤部文昭氏より基調

講演「長期観測データから見た日本の気候変動と

異常気象」がありました。藤部氏は、気象庁の全

国各地の気象観測データの解析より、過去 100 年

間で日本の平均気温が約 1.1 度上昇したこと、強い

雨が増え、弱い雨が減る傾向にあることなどを報

告しました。また、気候変動を調べる際は、地球

温暖化と都市化（ヒートアイランド現象）の影響

を分けて考える必要があること、データの均質性

が途切れぬように、観測履歴に関する情報（メタ

データ　注 3）を残し、整備、共有化することの重

要性を強調しました。

　次に、4 名の専門家による講演がありました。水

産総合研究センター中央水産研究所の杉崎宏哉氏

は、日本周辺外洋域で 1950 年代より採集されてき

た、同センター東北水産研究所の動物プランクト

ン標本群「オダテコレクション」の解析より、動

物プランクトンの種組成や分布等に、気候変動と

密接に関係する変動が見つかった例を紹介しまし

た。動物プランクトンは鉛直移動により海洋深層

へ炭素（有機物）を輸送するため、地球上の炭素

循環を考える上でも、海洋環境のモニタリング継

続が必要であると訴えました。

　海上保安庁の寄高博行氏は、水温・塩分等の海

洋観測データの代表的アーカイブである国際海洋

デ ー タ ベ ー ス（World Ocean Database: WOD） と、

日本海洋データセンター（Japan Oceanographic Data 

Center: JODC、1965 年設置）について講演しました。

JODC は国内の海洋観測機関が収集した海洋データ

を WOD へ提供する一方、紙ベースの古い海洋デー

タの発掘救済（デジタル化）を行うなど、気候変

動研究へ貢献してきたことを紹介しました。最後

に、2010 年よりメタデータを収集・管理・提供す

る「海洋情報クリアリングハウス」に触れ、海洋

分野においても誤差評価等でメタデータが重要と

なる点を強調しました。

　国立極地研究所の榎本浩之氏は、南極・北極に

おける長期観測と気候変動について講演しました。

過酷な環境の下、南極・昭和基地では 50 年以上気

象・雪氷観測が継続され、内陸無人気象ステーショ

ン群や人工衛星データ等広域観測との比較によ

り、温暖化による雪氷量の変動とそのメカニズム

が明らかになりつつあることを報告しました。一

方、北極域では、人工衛星により海氷面積の顕著

な減少が観測されたものの、原因究明には海氷の
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厚さ等の現場観測が必要であること、温室効果ガ

スの観測データは北極圏でも蓄積しつつあること、

2011 年にオゾンホールが初めて確認されたことを

紹介しました。日本の北極観測はこれまで個別観

測が主でしたが、2011 年の「北極環境研究コンソー

シアム」設置や北極域データアーカイブの構築開

始に伴い、より組織的・効果的な研究の推進が期

待されると締めくくりました。

　気象庁の原田やよい氏は、気象庁が取り組む気

象データの長期再解析について講演しました。長

期再解析とは、過去の観測データを最新の「気象

庁数値解析予報システム」へ入力し、長期にわた

り一貫した品質をもつ地球大気・地表面の “気候

再現データセット” を作成することであり、長期

再解析データによって過去数十年にわたる地球大

気に関する調査・研究が盛んになり、地球大気変

動の実態が明らかになりつつあることを紹介しま

した。気象庁では、第一次長期再解析（JRA-25、

1979 年～ 2004 年対象）および同解析を準リアルタ

イムで継続する気候データ同化システム（JCDAS）

の各データを現在公開中で、さらに第二次長期再

解析（JRA-55、1958 年～ 2012 年対象）データを

2013 年に公開予定とのことです。

　連携拠点ワークショップでは、長期継続観測を

目指した機関間・分野間の連携の在り方に関する

総合討論を毎年行ってきました。今回は、観測デー

タの取得・発掘・保存の次に、活用、すなわちデー

タの共有と利用促進が重要となることから、アー

カイブ体制の構築をテーマに講演者と参加者の皆

様にご討論いただき、以下のようなご意見をいた

だきました。まず、講演でも強調されたように、

長期観測データの解析では付随情報であるメタ

データが非常に重要となります。アーカイブ構築

に向けて、メタデータのフォーマットの統一も必

要ですが、ハードルを高くし過ぎるとデータ提供

が滞る可能性が出てくるなど問題もあります。ま

た、標本のデータ化やメタデータの作成を行う人

材育成も喫緊の課題です。一方、観測データの品

質向上に向けて、観測の基準作りや観測機器の相

互比較等も重要です。地球観測を行う研究者とモ

デル開発を行う研究者がデータの内容についてよ

く話し合い、モデルによる観測データの再現性を

向上させることが大切です。

　これまでのワークショップでは、総合討論の内

容を提言にまとめて文部科学省の地球観測推進部

会へ提出し、毎年度の「我が国における地球観測

の実施方針」に盛り込まれることで、連携に関す

る施策に反映させてきました。平成 23 年度もワー

クショップの取りまとめを作成し、次年度の実施

方針に向けて提言したいと考えています。

3. おわりに
　ワークショップ当日は、行政・教育・研究機関

の関係者、企業ならびに一般より約 140 名の参加

がありました。地球温暖化分野の長期観測データ

そのものの重要性に焦点を当てた今回のテーマは、

一般の方々にどれほど興味をもっていただけるか、

少し心配ではありました。しかし、会場で行った

アンケートでは、さまざまな観点からたくさんの

貴重なご意見をいただき、地球温暖化に対する皆

様の関心の高さをあらためて確認することができ

ました。

　最後になりましたが、ワークショップ開催にあ

たり、多くの方々にご支援とご協力を賜りました。

この場をお借りして、篤く御礼申し上げます。今

後も連携拠点へのご支援をよろしくお願いいたし

ます。

--------------------------------------------------------------------

（注 1）平成 16 年に総合科学技術会議が策定した「地

球観測の推進戦略」に基づき、地球温暖化対策に必

要な地球観測を統合的・効率的に実施するために環

境省と気象庁が平成 18 年に共同で設置。

写真１　ワークショップの様子
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（注 2）過去に開催した連携拠点ワークショップの情

報を OCCCO のホームページに掲載しています。

　http://occco.nies.go.jp/activity/event.html

（注 3） メタデータとは、データに関する情報を記載し

た “データのデータ” のこと。ここでは、観測デー

タの履歴情報（例：いつ、どこで、誰が、どのよう

な測器・評価方法等を用いて、どのような精度・形

式等のデータを取得したか）を指す。

最近の発表論文から

Use and uncertainty evaluation of a process-based model for assessing the methane budgets of global 

terrestrial ecosystems

（全球陸域生態系のメタン収支の推定とその不確実性に関するプロセスモデルを用いた評価）

伊藤昭彦 , 稲冨素子 （2012） Biogeosciences, 9, 759-773, doi:10.5194/bg-9-759-2012.

　陸域生態系におけるグローバルなメタン収支とその推定不確実性を、プロセスモデル（VISIT）を用い
て評価した。湿原と水田からの生成放出、乾燥土壌における酸化、火災放出、動物起源（反芻動物とシロ
アリ）放出、植物による放出を考慮し、全球的なメタン収支として 308.3±20.7Tg/ 年 （正味放出）という
結果を得た。正味の放出・吸収量は空間的に非常に不均質に分布しており、気象変動に対応した年々変動
も示された。しかし、モデル推定に用いるデータや算定法の違いにより、得られる収支にはまだ大きな不
確実性が残されていることも示唆された。

Detection and attribution of global change and disturbance impacts on a tower-observed ecosystem 

carbon budget: a critical appraisal

（タワーで観測された生態系炭素収支に対する地球環境変動および撹乱の影響に関する検出と要因分

離 ： 難点の考察）

伊藤昭彦 （2012） Hydrol. Environ. Res. Lett., 7, doi:10.1088/1748-9326/7/1/014013.

　世界各地でタワーによるフラックス観測が行われており、その炭素収支データに含まれる時間変動のト
レンド検出と要因分離について、生態系モデルと統計手法を用いて考察した。この結果、1990 年代以降の
モニタリングにより、統計的に有意なトレンドが検出可能になりつつあることがわかった。しかし、その
トレンドを発生させるメカニズムには地球環境変動と各地点の撹乱が要因として混在しており、明確な分
離は困難であった。さらなるモニタリングの継続と解析手法の開発が必要である。

Climate impacts on the structures of the North Pacific air-sea CO
2
 flux variability

（北太平洋大気海洋間 CO
2
フラックス変動構造への気候影響）

Valsala V., Maksyutov S., Telszewski M., 中岡慎一郎 , 野尻幸宏 , 池田元美 , Murtugudde R. （2012） 
Biogeosciences, 9, 477-492, doi:10.5194/bg-9-477-2012.

　本研究では、海洋 CO2 分圧同化モデル（Valsala et al., 2008）と複数の海洋生物化学物理モデルの出力結
果から、海域ごとの CO2 交換量変動パターンと気候変動指標との関連性を調べた。その結果、CO2 交換量
変動と太平洋 10 年規模振動の間には、北太平洋北西部海域と南東部海域では正の相関、北東部海域と南
西部海域においては負の相関があることを見出した。さらに、CO2 交換量の年々変動とエルニーニョ・南
方振動の間にも関連があることを明らにした。

＊地球環境研究センター職員および地球温暖化研究プログラムメンバーの最近の発表論文を紹介します。

地球環境研究センターのウェブサイト (http://www.cger.nies.go.jp/ja/about/
results/) には、この他の論文情報も掲載されています。

http://occco.nies.go.jp/activity/event.html
http://www.cger.nies.go.jp/ja/about/results/
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　温室効果ガスモニタリング協力船の Trans Future 5 号（総トン数 60,414 ト
ン）が 1 月下旬に定期整備のために和歌山県にある造船所にドック入りしま
した。この機会を利用して、船外から海水を測定装置に給水するパイプの洗
浄を行いました。数十メートルあるパイプをつなぎ目ですべて外し、外に運
び出し、内面を水で高圧洗浄し、元の通りくみ上げる作業です。足場を組ん
でパイプを取り外す必要があるため、作業は造船所に依頼します。作業の方
が洗浄済みの配管を組み直そうとしていたので、配管内側をライトで照らし

てみると、まだ藻や泥のような汚れが取り切れていません。作業の方に、高圧洗浄だけでなく、スポン
ジのようなもので１本１本丹念に汚れをこすり落としてほしいと
お願いをしました。造船所の方にとっては水は十分通るのになぜ
そこまでやるのかと疑問をもっていたようです。たかが海水を通
すだけですが、本観測においてその管理は非常に重要で、パイプ
内面に汚れが付着・蓄積すると、給水量が低下する原因となりま
すし、さらに付着物の腐敗等により二酸化炭素が発生すると、正
常な観測値を得ることができなくなる恐れもあります。年に一度、
このようなパイプの歯磨きを行うことで、正確な観測データが得
られ続けています。

（財）地球・人間環境フォーラム　研究主任　　刈谷 滋

年に一度の「歯磨き」

観測現場から

Trans

Future
 5

洗浄のため外されたパイプ

（内径 35mm）

平成 24 年度科学技術週間に伴う一般公開
－春の環境講座－

4月 21 日 （土） 10:00 ～ 16:00 （入場無料、 受付 15:00 まで）

　国立環境研究所では、科学技術週間中の一日、日頃の研究活動をより多くの方々に知っていただくた
めに、主な研究施設を公開いたします。
　地球環境研究センターは、パネルや実際に使用されている観測装置を展示し、地球温暖化研究の一端
をご紹介します。一般公開で初めて、サンゴなどの海洋生物に着目した温暖化影響モニタリングの調査
機器を展示し、実際の調査方法についてご紹介する企画も準備しました。
　講演会「ココが知りたい温暖化」では、「森の呼吸の測り方」「地球温暖化問題に関する国際交渉」「省
エネ製品への買い替え判断　～ LCA という考え方～」と題する講演を行います。
　皆さまのご質問には研究者が直接お答えしますので、どうぞお気軽にお出かけください。

　■平成 24 年度科学技術週間に伴う一般公開の最新情報は以下をご参照ください。
　　国立環境研究所全体の企画について　　http://www.nies.go.jp/

　地球環境研究センターの企画について　http://www.cger.nies.go.jp/
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地球環境研究センター出版物等の紹介

　下記の出版物が地球環境研究センターから発行されました。ご希望の方は、送付先、送付方法を記入
し、E-mail、FAX、または郵便にて【申込先】宛にご連絡下さい。送料は自己負担とさせていただきます。
出版物の PDF ファイルはウェブサイト（http://www.cger.nies.go.jp/ja/activities/supporting/publications/report/
index.html）からダウンロードすることもできます。

Proceedings of the 9th Workshop on Greenhouse Gas Inventories in Asia (WGIA9)

—Capacity building for measurability, reportability and verifiability—
13–15 July 2011, Phnom Penh, Cambodia                                (CGER-I102-2011)

　温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）は、2003 年度より毎年、ア
ジア各国の温室効果ガスインベントリの作成に携わる研究者および政府関
係者を対象に、「アジア地域の温室効果ガスインベントリに関するワーク
ショップ（WGIA）」を開催しています。WGIA は、アジア諸国間のインベ
ントリ作成における経験や情報の共有を促進することにより、地域の温室
効果ガスインベントリ作成の支援及びインベントリの精度向上を図ること
を目指しています。本刊行物は、2011 年 7 月 13 ～ 15 日、プノンペン（カ
ンボジア）にて開催された第 9 回 WGIA の報告書です。

【送付方法】
　1. 前払い（切手を先にお送り下さい）
　　○ I102 出版物 1 冊：290 円分の切手をお送り下さい。
　　○ 2 冊以上：下記【申込先】まで郵送料をお問い合わせ下さい。
　2. 着払い（受け取り時に送料をお支払い下さい）
　　○ゆうメール（旧冊子小包）：郵送料の他に手数料として 20 円かかります。
　　○宅配便：電話番号を明記してお申し込み下さい。

【申込先】
　国立環境研究所 地球環境研究センター 交流推進係
　〒 305-8506 　茨城県つくば市小野川 16-2　　FAX: 029-858-2645　E-mail: www-cger@nies.go.jp

Proceedings of the 9th Workshop on  
Greenhouse Gas Inventories in Asia (WGIA9) 

- Capacity building for measurability, reportability and verifiability -

13-15 July 2011, Phnom Penh, Cambodia

Greenhouse Gas Inventory Office of Japan (GIO), CGER, NIES

Center for Global Environmental Research

National Institute for Environmental Studies, Japan

CGER-REPORT ISSN 1341-4356
CGER-I102-2011

http://www.cger.nies.go.jp/ja/activities/supporting/publications/report/index.html
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国立環境研究所主催・共催による会議・活動等
2012. 2.29 ～ 3.2 　THE GOSAT WORKSHOP 2012- TOWARDS GOSAT-2 MISSION（東京）

JAXA、国立環境研究所、環境省の共催で、国内外の衛星 GOSAT「いぶき」のデータユー
ザが一同に会し、研究成果と今後の計画についての英語による発表が行われた。初
日と 2 日目（公開）は 122 名が、3 日目（非公開の討議）は 76 名が参加した。

所外活動（会議出席）等
2012. 2. 6 ～ 8 　IPCC Task Group on Data and Scenario Support for Impact and Climate Analysis（TGICA） 出
  　席（江守室長 / アメリカ）
               7 ～ 8 　平成 23 年度第 3 回全国環境研協議会酸性雨広域大気汚染調査研究部会（向井副セン
  　ター長 / つくば）　　詳細は、本誌に掲載予定
             13 ～ 14 　2012 International Water Market Symposium（2012 年国際水市場シンポジウム）にて基調
  　講演（中山主任研究員 / 滋賀）
             19 ～ 22 　AGU Chapman Conference on Remote Sensing of the Terrestrial Water Cycle（水循環のリモー
  　トセンシングに関するアメリカ地球物理学会チャップマン会議）にて研究発表（中山
  　主任研究員 / ハワイ）　　詳細は、本誌に掲載予定

見学等
2012. 2.21 　筑波研究学園都市記者会（8 名）
             28 　辻篤子朝日新聞論説委員

地球環境研究センター (CGER) 活動報告 (2012 年 2 月 )
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